
CO2排出量の見える化・SBT認証取得の重要性

株式会社バックキャストテクノロジー総合研究所
シニアコンサルタント 加島 源大
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SBT認定とは
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SBTとは、Science Based Targets（科学根拠に基づく目標設定）の略称
企業に課せられる温室効果ガス排出量の削減目標のこと

 SBTは、温室効果ガス排出削減目標
のことで、パリ協定が求める水準に
合わせて設定される

 一つの企業だけでなく、サプライ
チェーン全体での温室効果ガスの排
出量削減を求められる

 積極的に取り組むことで、企業のブ
ランド価値向上に役立つというメ
リットがある

 公共事業の入札で加点要素となる事
例も増えつつある

[出所]環境省 グリーン・バリューチェーンプラットフォーム SBT 詳細資料
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脱炭素経営によるメリット
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サプライヤーにCO2排出量の
可視化および削減を求める企業に対する
自社の訴求力向上を実現できます。
既存取引先との関係性強化だけでなく、
新規取引先の獲得も期待できます。

CO2排出量の可視化をはじめとする
脱炭素経営への積極的な取組みが
メディアに掲載され世間に注目されれば
自社の認知度やブランド価値の向上に
つながります。

SBT認定を取得していれば、経済産業省や
環境省、国土交通省等の官公庁が実施
する入札・補助金申請時に加点される
ケースが増えています。
また、削減計画を立てて実行すれば
税制や融資面で優遇措置を受けられる
可能性があります。

エネルギー効率の改善や省エネ・省資源の
意識が社内で高まり、
財務上の改善効果も図れます。

SBT認定の取得等による、脱炭素経営でつくる新たな強み

競争力の強化  

優遇税制・低利融資

ブランド価値が向上

コスト ・生産性

社員のモチベーション向上や
人材獲得力の強化

「この会社で働きたい」と意欲を持った
人材を集める効果が期待される。
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脱炭素経営によるメリット
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SBT認定を取得すると、環境省の公表資料に貴社名が掲載され、広く告知されます
⚫環境省の「グリーン・バリューチェーンプラットフォームのSBT関連ページ（排出削減目標設定/SBT全般、

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/targets.html）所収の資料等に掲載され、
  広く告知されます。
⚫取引先からSBT目標設定を求められる事例も増える傾向にあります。
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脱炭素経営によるメリット
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サステナビリティ・リンク・ローン等の
融資を受けられる機会が拡大します

サステナビリティ・リンク・ローン
：借り手が環境問題や社会的課題の解決に向けた
サステナビリティ活動に関する定量的な目標を
設定し、達成することを奨励するローン。

SBT認定取得をもとに
資金調達を行った事例も。

SBT認定を取得すると、SBTのロゴを
名刺やHPに掲載することができます
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脱炭素経営によるメリット
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⚫経済産業省が実施する補助金「ものづくり補助金」申請時に、補助上限額が増える場合があります。
⚫環境省が実施する多数の補助事業申請時に、加点評価が得られます。
（「工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（SHIFT事業）」「ESGリース促進事業」「建物における太陽光発電の新たな設置手法活用事業」等々）

⚫SBT認定を取得していると、東京都や国土交通省が実施する土木工事の入札において加点評価されるケースが増えています。

[出典]ものづくり補助金事務局 概要資料

SBT認定を取得していると、官公庁や自治体が実施する入札・補助金案件によって
申請時に加点されます。
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脱炭素経営によるメリット
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FC大阪 国内初プロスポーツクラブでのSBT
認証取得を支援

SBT認証取得（国際認証）

・CO2削減（環境コスト抑制）
・社会的評価獲得（企業価値向上）

2022年10月国内初（プロスポーツクラブ）

SBT認証取得を契機に、メディア露出や取材、
講演の機会が増加

認知拡大
（サポーター・スポンサー）

社会的評価
企業価値の向上
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脱炭素経営によるメリット

© 2024 Backcasting Technology Research Inc.

～SBT取得のインパクト～
パリ協定に整合する持続可能な企業であることを分かり易くアピールできる！！ 

SBT認定取得をHPに掲載 → ステークホルダーからの評価・認知を獲得！

リリース画像（引用）：左から
株式会社ディエスジャパン 様
https://www.dsj.co.jp/20240226-1/
株式会社F.C.大阪 様
https://fc-osaka.com/news/2022/10/14/63265/

投資家、顧客、サプライヤー、
社員からの評価、認知獲得に繋がる

・企業としての社会的評価向上

・新たなビジネスチャンス

・資金調達

・人材獲得

・社内で業務改善や環境意識向上

http://#
http://#
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中小企業版SBT認定について
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国際イニシアティブであるSBT認定には、
比較的取組みやすい「中小企業版」があります。
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中小企業版SBT認定について
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中小企業版SBT認定取得をお奨めしています (Science Based Target for SMEs)

中小企業向けSBT 通常のSBT

対象

・以下のうち３つ以上を満たすこと。
- 従業員数250人未満
- 総売上高5,000万ユーロ（約80億円）未満
- 総資産2,500万ユーロ（約40億円）未満
- 林業・土地利用・農業（FLAG）セクターではない

・金融機関部門または石油・ガス部門に分類されない。
・Scope1・2を合わせた排出量が1万トン未満。
・子会社である場合、親会社を筆頭とするグループ会社
ベースでも中小企業向けSBTの要件を満たすこと。
・セクター別脱炭素アプローチ(SDA)を設定する必要が
ない業種であること。

（特になし）

目標年 2030年
公式申請年から
5年以上先、10年以内の任意年

基準年 2018年～2023年から選択 最新のデータを得られる年での設定を推奨

削減対象
範囲

Scope1、2排出量
Scope1、2、3排出量
ただし、Scope3がScope1～3の合計の40％を超えない場合には、Scope3
目標設定の必要は無し

目標レベル

■Scope1、2
 1.5℃：少なくとも年4.2％削減
■Scope3
 算定・削減（特定の基準値は無し）

下記水準を超える削減目標を任意に設定
■Scope1、2
 1.5℃：少なくとも年4.2％削減
■Scope3
 Well below 2℃：少なくとも年2.5%削減

費用 1回ＵＳＤ1,250（外税）
目標妥当性確認サービスはUSD9,500（外税）
（最大2回の目標評価を受けられる）
意向の目標再提出は、1回USD4,750（外税）

承認までの
プロセス

目標提出後、自動的に承認され、
SBTi Webサイトに掲載

目標提出後、事務局による審査（最大30営業日）が行われる
事務局からの質問が送られる場合もある
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中小企業版SBT認定について
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中小企業版SBT認定取得をお奨めしています (Science Based Target for SMEs)

中小企業向けSBT 通常のSBT

対象

・以下のうち３つ以上を満たすこと。
- 従業員数250人未満
- 総売上高5,000万ユーロ（約80億円）未満
- 総資産2,500万ユーロ（約40億円）未満
- 林業・土地利用・農業（FLAG）セクターではない

・金融機関部門または石油・ガス部門に分類されない。
・Scope1・2を合わせた排出量が1万トン未満。
・子会社である場合、親会社を筆頭とするグループ会社
ベースでも中小企業向けSBTの要件を満たすこと。
・セクター別脱炭素アプローチ(SDA)を設定する必要が
ない業種であること。

（特になし）

目標年 2030年
公式申請年から
5年以上先、10年以内の任意年

基準年 2018年～2023年から選択 最新のデータを得られる年での設定を推奨

削減対象
範囲

Scope1、2排出量
Scope1、2、3排出量
ただし、Scope3がScope1～3の合計の40％を超えない場合には、Scope3
目標設定の必要は無し

目標レベル

■Scope1、2
 1.5℃：少なくとも年4.2％削減
■Scope3
 算定・削減（特定の基準値は無し）

下記水準を超える削減目標を任意に設定
■Scope1、2
 1.5℃：少なくとも年4.2％削減
■Scope3
 Well below 2℃：少なくとも年2.5%削減

費用 1回ＵＳＤ1,250（外税）
目標妥当性確認サービスはUSD9,500（外税）
（最大2回の目標評価を受けられる）
意向の目標再提出は、1回USD4,750（外税）

承認までの
プロセス

目標提出後、自動的に承認され、
SBTi Webサイトに掲載

目標提出後、事務局による審査（最大30営業日）が行われる
事務局からの質問が送られる場合もある

従業員数の条件が500人⇒250人、
特定の業種は対象外等、
年々対象条件が狭くなっています。
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排出量削減のソリューションマッチング

CO２見える化プロジェクト

一社では実現が難しいことも、チームなら実現できる。

実現に向け、技術と知見とアイデアが集結する産学官が参加するチーム作りを推進しています。

CO2削減目標に向けた、ソリューションマッチングを推進しております。
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「見える化」につきまとう負のイメージ
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経営資源は
いつだって
足りないのに・・
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いいえ、貴社でも簡単に取り組むことができます。

© 2024 Backcasting Technology Research Inc.

ＢＣＴ総研の
可視化ツールなら・・
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あらゆる企業のための「見える化」ツール
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「 」 
CO2排出量を会計情報と紐づけて自動算出できる唯一のツール

（特許取得済み：特許第 6896315号、特許第 6864404 号）

中小企業でも簡単に算出できる
会計データからCO２排出量を可視化するツールをBCT総研が開発

現状把握 ～ CO2排出量を算出し、目標との距離を確認する～

【特長】
・会計情報（データ）から、勘定科目を適切な排出原単位に紐づけしてCO2排出量を算出
・サプライチェーン（Scope1,Scope2,Scope3の上流）のCO2排出量把握が可能
・算定方法は金額ベース、物量ベースのどちらにも対応
・企業活動におけるカーボンニュートラル化の目標設定を支援
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集めるのも入力するのも毎回大変！！

物量データがないものも！！

他社のシステムでは、物量データ（燃料、電気の使用量、輸送量など）からCO2排出量を算定します。
そのため、算定の都度、物量データを記載してある書類を探し、そのデータを入力する必要があります。
また、算出にあたっては、専門家によるコンサルティングが必要なこともあります。

他社のCO2排出量算出システム

会計
データ

テンプ
レート

アップ
ロード

自社の会計データから必要な部分を

テンプレートにコピー＆ペースト

脱炭素の専門知識がなくてもＯＫ

(コンサルティングは、不要)

もちろん、物量データでの算定も可能

総勘定元帳

会計データだけでのCO2排出量算定が可能

物量データが記載された書類はどこ？

・・・kWh
・・・kL
・・・m3

これならコンサルティング不要！！

ファストカーボンの特長① 会計データだけでOK
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ファストカーボンの特長② 特許 および 国際認証

「お手軽」でも世界標準

は、BCT総研が2021年12月に開発した
CO2排出量算定システム「環進帳」をリニューアルしたものです。

「環進帳Ver.2.0」のCO2排出量算定のしかたは、
ISO14064-3:2019を参考に
第三者機関であるSGSジャパン株式会社に妥当性の確認を受けました。

    でも同様の算定方式を採用しています。

第三者機関による確認は、このシステムが、
温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）の排出量を算定・報告する際の
国際的な基準である「GHGプロトコル」に基づいて、
CO2排出量を適切に算定・出力し得るものとして設計されていることを示しています。

「会計データだけで自動算出」は特許

は、
金額あるいは金額や物量の値が記録されている会計データを一括で読み込み、
勘定科目と紐づけしてCO2排出量を算出するしくみ等について、
2件のビジネスモデル特許を取得しています（特許第 6864404 号、第 6896315 号）。

会計データだけからでもScope1、2および3（カテゴリ1～8まで）のCO2排出量を
手軽に自動算出できるのは、 だけのユニークな特長といえます。
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CO2排出量 ＝ ✕活動量 排出原単位
自社の支出金額
（漏れなく会計帳簿に記載）

支出金額あたりの排出量
（システムのデータベースに内蔵）

自社の支出金額を把握できる範囲内（＝商品・サービスを販売する前まで）であれば算定可能

© 2024 Backcasting Technology Research Inc. 17

ファストカーボンの特長③ SCOPE3までカバー
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貴社の会計データによる自動算定のイメージ
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会計ソフトから

出力

会計データ

総勘定元帳など

テンプレート

(データ入力用のひな形) のシステム

排出原単位を
紐づけ して

アップロード

支出金額に関わる
データを転記

（コピー&ペースト）

初回算定時のみ。
2回目以降、不要
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使用する会計データの例（会計ソフトの総勘定元帳）

算定に必要な支出金額に関わるデータ：

⚫ 日付

⚫ 勘定科目名、補助科目名、取引先名

⚫ 金額

⚫ （必要に応じてキーワード、数量・物量も）
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算定結果の表示 CO2排出量内訳

20
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算定結果の表示 科目・期間毎のCO2排出量

21

（枠内のグラフはレポートプラン以上で表示）
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取引先による排出も算定対象

①原材料 ④輸送・配送 ⑦通勤
燃料の燃焼 電気の使用

⑪製品の使用 ⑫製品の廃棄

※その他：⓶資本財、③Scope1.2に含まれない燃料及び
エネルギー関連活動、⑤廃棄物、⑥出張、⑧リース資産

※その他：⑨輸送・配送、⑩製品の加工、⑬リース資産、
⑭フランチャイズ、⑮投資

Scope3 Scope１ Scope２ Scope3

上 流 自 社 下 流

サプライチェーンのCO2排出量（ SCOPE1、2、および3のCat.1～8 ）を

会計情報のみからでも自動算出できるのは だけ

自社はもちろん、取引先のCO2排出量削減にも貢献
© 2024 Backcasting Technology Research Inc.
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ファストカーボンの活用イメージ

「できるだけ手間・コストをかけずにCO2排出量を可視化したい」

ファストカーボンを用いたSBT認定の取得

© 2024 Backcasting Technology Research Inc.

「脱炭素経営に取組み、ステークホルダーからの評価や事業拡大に繋げたい」

ファストカーボンを用いた金額データからの算定

※Scope1,2のみ物量からの算定が必要
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お問い合わせ

24

ファストカーボンのWEBサイトのお問い合わせフォームからお願いします。

© 2024 Backcasting Technology Research Inc.

「WEBサイト」
https://fast-carbon.com/distr/dsj/

「お問合せフォーム」
https://fast-carbon.com/distr/dsj/contact/

http://#
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